
奈良県ハードウェア統合基盤更改・運用業務 提案書評価表

項目
評価点

項目
加重点

項目
技術点

技術点
合計

1 構築体制
・プロジェクト体制
・担当者の人数及び経験

①構築体制について、記載すること
②プロジェクト責任者、プロジェクトマネージャ及び担当者等の本業務に関
わる業務経験について、記載すること
③品質保証及び監査体制について、記載すること
④各要員の責任や役割分担について、記載すること

以下を踏まえた適当なプロジェクト体制がとれる提案であるか
・具体的な要員配置状況
・プロジェクト責任者、プロジェクトマネージャ及び担当者の本業
務に関わる業務経験
・品質保証及び監査体制の明確化
・各要員の責任や役割分担の明確化

10 3 30

2 類似業務実績 ・過去５年間の実績

①過去５年間の国又は地方公共団体との本調達と同等規模の仮想化基盤構
築・運用履行実績を記載すること。なお、実績は最大５件までとする（６件
以上の実績を挙げた場合、本項目は評価しない）
②契約書の写し等、履行した業務内容がわかる書類を添付すること

※JVを組んだ参加者については、各構成員の実績から項目評価点を算出しそ
の平均により評価する（小数第一位四捨五入）

・本調達と同等規模の類似業務実績があるか

10 2 20

3 スケジュール
・スケジュール
・進捗状況管理

①環境構築までのスケジュール及び県と受託者の役割分担について、記載す
ること
②進捗状況の管理方法について、記載すること

以下を踏まえた適当なスケジュールを考慮した提案であるか
・スケジュールの設定
・スケジュールの項目
・進捗状況報告のタイミング
・県の負担の程度

10 5 50

4 全体要件
・全体構成
・調達内容、目的

①提案するハードウェア統合基盤全体の構成図について、記載すること
②自社が提案するハードウェア統合基盤の特徴について、記載すること
③納品するライセンスについて、別添「（様式イ）奈良県ハードウェア統合
基盤再構築・運用業務　ライセンス一覧表」に記載すること
④プライマリ拠点及びバックアップ拠点について、設置場所及びその選定理
由を記載すること
⑤データセンターの要件について、別添「（様式ハ）奈良県ハードウェア統
合基盤再構築・運用業務　データセンター要件確認表」に記載すること

・プライマリ拠点とバックアップ拠点に係る設置場所について、選
定理由に合理性がある提案であるか
・その他、県に有益な特徴があるか

10 10 100

5 仮想化基盤要件
・物理サーバーの仕様
・仮想化基盤の帯域制御

①以下の物理サーバーの仕様及び見積もったサイジングの理由について、記
載すること。なお、物理サーバーを本県以外の者と共有して使用する場合
は、本県に割り当てる仕様についても記載すること
　・台数
　・CPU
　・メモリ
　・ストレージ装置（容量含む)
②仮想化基盤の帯域制御の仕組みについて、記載すること
③CPU・メモリー・ストレージそれぞれの追加・削除を行った場合、発生す
る費用の考え方を記載すること

・物理サーバーの仕様及び見積もったサイジングの根拠に、合理性
がある提案であるか
・仮想化基盤置の帯域制御の仕組みについて、県側の業務影響が少
ない提案であるか
・リソースの追加・削除を行った場合、県に有利な費用の考え方で
あるか 10 10 100

6 ファイルサーバー要件 ・ファイルサーバー機器

①ファイルサーバーの構成及びディスク容量について、記載すること
②ファイルサーバーの信頼性、安全性、高速性並びにその他特徴について、
記載すること
③業務に支障をきたさないためのファイルサーバーのバックアップ方法及び
ファイル復旧の考え方について、記載すること
④ランサムウェア対策などのウイルス対策機能がある場合は、具体的な機能
を記載すること

・ファイルサーバーの構成は合理性のある提案であるか
・県に有益なファイルサーバーの特徴はあるか
・ファイルサーバーのバックアップ方法及びファイル復旧の考え方
は、合理性のある提案であるか
・効果的なウイルス対策機能はあるか

10 5 50

7 統合バックアップ要件 ・バックアップ方法の提案
①バックアップ及びその運用方法について、図を用いて記載すること
②バックアップを取得する周期と管理する世代数について、記載すること

・バックアップ方法は信頼性のある提案であるか
・最大どの時点まで遡り復元可能か 10 7 70

8 信頼性要件

・基盤におけるランサムウェ
ア対策
・データ復旧方法

①ランサムウェア感染を検知する仕組みがあれば、記載すること
②ランサムウェア感染を予防する仕組みがあれば、記載すること
③ランサムウェア感染時のデータ復旧方法と復旧時間について、記載するこ
と

・ランサムウェアを検知・予防できる提案であるか
・データ復旧方法が妥当性のある提案であるか
・データ復旧時間が短時間で、県業務への影響が少ない提案である
か

10 5 50

9 データセンター要件 ・ISMAP登録等

①データセンターについて、ISMAP登録の有無、並びに、各種情報セキュリ
ティ規格適合状況について、記載すること

②ISMAPに登録されていない場合、経営陣・情報セキュリティ管理者は、ど

のような運用管理（セキュリティ体制、セキュリティ管理基準、外部監査な
ど）を実施しているかについて、記載すること

・ISMAPに登録されているか
・ISMSなど安全性を評価できる各種情報セキュリティ規格を取得
しているか
・ISMAPに登録されていない場合、経営陣・管理者を含めたセ
キュリティ管理及び実行体制となっているか。また、併せてセキュ
リティ評価・監査方法等について説明しているか

10 3 30

10 サービスレベル項目 ・SLA

①運用保守業務に関して、別途SLAを締結するので、評価・測定項目及びそ
の運用等について、具体的に記載すること
②サービスレベルが達成できない場合等のペナルティの考え方（有無含め）
について、記載すること

・運用保守業務実施に係るSLA案が、妥当性かつ許容性のある提
案であるか
・サービスレベルが達成できない場合等のペナルティの考え方が、
妥当性のある提案であるか

10 5 50

11 運用保守体制 ・運用保守体制

①運用保守体制（リモートでの運用保守実施の有無、年度切り替わり時の体
制等）について、記載すること

・運用保守体制案について、業務が適切に履行できる提案であるか
・県の業務負担が少ない提案であるか 10 5 50

構築業務履行能力 100

システム要件 400

運用保守 150

番
号

評価対象
内容

項　　目 提案を求める内容 判断基準 評価のポイント

評価の目安（記載が無い場合は０点とする）
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12 運用保守要件
・業務内容
・出力できる統計情報

①仮想化基盤、運用及び保守の内容について、記載すること
②障害発生時のインシデント管理方法について、記載すること
③業務時間外（休日含む）の対応について、記載すること
④保守期間中の各種ソフトウェア（ハイパーバイザ等）のバージョンアップ
対応について、記載すること
⑤統合基盤を構成するハードウェアの稼働状況を把握し、月次及び年次単位
で、データ出力（CSVファイル形式及びグラフ等）できる統計情報の内容に
ついて、記載すること

・県の業務負担が少ない提案であるか
・出力できる統計情報の内容が、県にとって有効活用できる提案で
あるか

10 5 50

13

既存ハードウェア統合基
盤から本調達のハード
ウェア統合基盤への移行

・既存ハードウェア統合基盤
からの移行方法
・Oracle DBサーバーの移行
方法

①既存ハードウェア統合基盤からの移行方法について、記載すること
②現行の仮想サーバーからOracle DBサーバーに移行する方法について、記
載すること。また、冗長化を含めたサーバー構成についても、記載すること
③移行時における県業務への影響について、記載すること
④移行時における県と受託者の役割分担について、記載すること

・移行時における県業務への影響を考慮した提案であるか
・移行時における作業について、県の負担が少ない提案であるか

10 15 150

14

本調達のハードウェア統
合基盤から次期調達の
ハードウェア統合基盤へ
の移行

・本調達のハードウェア統合
基盤からの移行方法

本調達のハードウェア統合基盤から次期調達のハードウェア基盤への移行方
法について、記載すること。なお、移行には、vCenterの権限を踏まえた以
下の３つの方法があると考えるが、県へのvCenterの権限付与の可否、各移
行方法の可否及び可とする移行方法の具体的な内容について、記載するこ
と。

　➀OVFファイルによる移行方法

　➁バックアップソリューションによる移行方法

　➂L2延伸による移行方法

本調達のハードウェア統合基盤から移行する際、停止など県への業
務支障がより少ない方法に対応できる提案であるか

10 10 100

15 独自提案 ・独自提案
①本調達仕様書以外で、業務効率化や経費削減など県に有益な自社独自提案
がある場合は、記載すること

・県に有利な独自提案となっているか
10 5 50 50

16 要件具備 ・要件具備

①実現可能な要件について、別添「（様式ロ）奈良県ハードウェア統合基盤
更改・運用業務　要件具備確認表」に記載すること。項目評価点の算出は以
下による
・項目評価点=50*（必須以外の項目のうち実現可能（〇又は△）と回答した
項目数／必須以外の項目の総数）
・小数点以下１桁までを有効とし、小数点以下２桁目で四捨五入する
・必須項目を一つでも実現できないと回答した場合は、失格とする

・必須項目について、すべて実現可能となっているか
（必須以外の項目について、どれだけ実現可能かを各社毎に絶対評
価を行う）

50.0 1 50 50

1,000

移行要件 250

運用保守 150


